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図1：米ドル指数と豪ドル相場の推移

2022年7月14日

世界的な景気後退リスクが豪ドル相場に与える影響

豪ドル相場は円やユーロに対して上昇基調を維持

足元の為替市場では、米連邦準備制度理事会（FRB）

による利上げ観測や世界的な景気後退リスクへの懸念な

どを背景に、米ドル独歩高の様相が強まりつつあります。

主要通貨に対する米ドルの総合的な価値を示す米ドル指

数は、2002年以来の高値を更新中です（図1上段）。

こうした中、投資家のリスク回避姿勢の影響を受けやす

い豪ドル相場は米ドルに対しては弱含みの傾向にあります。

一方、豪ドルは金利差や景況感の面で優位にある円や

ユーロに対しては、上昇基調を維持しています（図1下段）。

図2：主要国の今後12ヵ月先の景気後退確率
（エコノミスト予想コンセンサス）

（出所）ブルームバーグ （注）2022年7月12日末時点。

（出所）ブルームバーグ （期間）2021年1月1日～2022年7月13日

豪州の景気後退リスクは主要国の中で最も低い

そもそも、足元で市場のリスク回避の主因となっている景

気後退リスクは国・地域によって一様ではありません。

今後12ヵ月先の景気後退確率の市場予想を国・地域

毎に比較してみると（図2）、ロシアからの天然ガスの供給

停止リスクに直面する欧州で特に景気後退の可能性が高

まっているほか、FRBの大幅利上げの影響への懸念から

米国の景気後退確率も33.0％まで上昇しています。

一方、豪州の景気後退確率は15.0％に留まり、主要国

の中で最も景気後退リスクが低い国とみられています。今

後、欧米景気の不透明感が増す局面では、景気の安定

性が豪ドル相場の見直し要因となる可能性がありそうです。

豪州経済の底堅さを支える家計資産の健全性

こうした豪州経済の底堅さを支える背景として、家計の

バランスシートの健全性の高さが挙げられます。豪州の家

計が保有する総資産は2022年3月末時点で17.7兆豪ド

ル（約1,650兆円*）に拡大しており、家計債務（2.8兆豪ド

ル）を大きく上回っています（図3）。豪州準備銀行の利上

げに伴う住宅価格の調整の可能性に対しても、豪州の家

計バランスシートは余力を残していると考えられます。

また、豪州の金融政策が引き締め型に転換する中、財

政政策による公共需要（政府支出+公共投資）が豪州景

気の下支え役として浮上しています（図4）。生活費高騰に

直面する家計への支援策の面で、労働党政権が10月に

公表する政府予算案にも市場の注目が集まりそうです。

（*）為替換算レート：1豪ドル＝93円
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図4：豪州の実質GDPと各需要項目の推移

図3：豪州の家計バランスシート

（出所）豪州政府統計局 （期間）2000年1Q～2022年1Q
（注）名目GDPは過去4四半期合計（年間値）。

（出所）豪州政府統計局 （期間）2019年10-12月期～2022年1-3月期
（注）季節調整済。公共需要は政府支出と公共投資の合計。
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（参考） 図5：主要国の一般政府の総債務残高（2022年予想）

（出所）国際通貨基金（IMF）
（注）2022年4月時点のIMF予想。

カッコ内は2022年6月末時点の格付け会社S&Pによるソブリン格付け（自国通貨建て、長期）。

主要国の中でも豪州政府の財政の健全性は高い
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